
 

 

 

農泊・農山漁村体験受入持続化支援事業実施要領 

 

第１ 目的 

新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、県内外からの教育体験旅行

が相次いでキャンセルとなっており、受入地域は、収入減少により多大な影

響を受けている。 

そこで、地域で農泊や農山漁村体験の受入れに取り組む団体（以下「交流

受入団体」という。）及び農村ホームステイ農家の事業継続に向けた取組を

支援するため、農泊・農山漁村体験受入持続化支援事業（以下「事業」とい

う｡）を実施する。 

なお、本事業の実施に当たっては、新潟県補助金等交付規則（昭和32年新潟県

規則第７号）及び新潟県地域農政推進費補助金等交付要綱（昭和54年10月12日実

施）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

第２ 事業実施主体 

事業実施主体は、県内に本拠を有する次に掲げる要件を満たす交流受入団体と

し、別表１に定めるとおりとする。 

 １ 都市と農山漁村の交流に積極的に取り組むことを目的とした組織であること。 

 ２ 代表者の定めがあり、組織及び運営に関する規約が定められていること。 

３ 事業の目的達成まで持続可能な実施体制を有していること。 

 

第３ 事業内容及び実施基準 

事業内容及び実施基準は別表１に定めるとおりとする。 

 

第４ 事業計画の申請及び認定 

 １  この事業を実施しようとする事業実施主体は、令和２年 12 月 15 日までに、事

業計画申請書（様式第１号）を所管する地域振興局農林水産（農業）振興部（以

下「地域振興局」という。）を経由し、知事に提出するものとする。 

２ 地域振興局は、１の申請の内容を審査し、適当と認められる場合、知事に進達

する。 

３ 知事は、１の申請の内容を審査し、適当と認められるときは、事業実施主体に

事業の認定を通知する。 

 

 



 

 

第５ 事業計画の変更 

事業実施主体は、第４の３により認定された事業計画について、次に掲げる変

更を行う場合、事業計画変更申請書（様式第２号）を作成し、第４に準じて知事

の承認を受けるものとする。 

 (1) 事業主体の変更 

 (2) 全体事業費の 30％を超える増減 

(3) 事業種目の追加 

 

第６ 認定の取消 

知事は、事業計画書等の提出書類に虚偽の記載があったとき、又は認定した事

業計画に沿って事業を実施していないと認められるときは、認定を取り消すこと

ができる。 

 

第７ 実績報告 

事業実施主体は、事業完了後10日以内又は、令和３年３月10日のいずれか早い

期日までに、事業実績報告書（様式第３号）により、地域振興局を経由し、知事

に報告するものとする。 

 

第８ 事務取扱等 

本事業を実施しようとする事業実施主体が提出する書類の種類、提出先及び提

出部数並びに事務処理系統は、別表２に定めるとおりとする。 

 

第９ 助成 

県は、予算の範囲内において事業実施に要する経費に対して助成を行うものと

する。 

 

第 10 その他 

 この要領に定めるもののほか、事業実施に関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

 この要領は、令和２年 10 月 26 日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 
附 則 
 この要領は、令和２年 10 月 26 日から施行する。 



 

別表１（事業内容及び実施基準） 
 

 
事業種目 

 

 
事業実施主体 

 

事業 
期間 

 
補助率 

 
事 業 内 容 

 

 
実 施 基 準 

 

１ 
教育体験旅行
等受入継続補
助金 

 
教育体験旅行の受入れを
実施している交流受入団
体 
（経営継続補助金の支
援対象外となっている
こと) 
（構成員が市町村のみ
の団体は除く） 

令和
３年
３月
末ま
で 
 

 
定額 

 

「経営継続補助金」の支援対象外となって
いる交流受入団体が行う「新しい生活様式」
に対応した今後の学校の誘致や受入再開に
向けた下記の農泊・農業体験を推進する活動
に対して補助する。 
１ 受入体制の強化に資する活動 

２ リピーター確保に資する活動 
３ 新規顧客獲得に資する活動 
 

１ 補助対象経費 
対象となる経費は、令和２年４月１日

以降から令和３年２月末日までに実施
した付表１に掲げる経費とする。 

 
２ 補助額 
  １事業実施主体あたり100万円を

上限に補助する。 

２ 
農泊版三密対
策支援金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
教育体験旅行の受入れを
実施している交流受入団
体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令和
３年
３月
末ま
で 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
定額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「新潟県新型コロナウイルス感染拡大防止
対策推進支援金」の支援対象外となっている
農村ホームステイ受入農家が、今後も受入れ
を継続するため、新しい生活様式に対応した
感染予防の設備整備等を実施する取組に対
し、交流受入団体が助成する活動に対して補
助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

１ 助成対象者 
以下の（１）及び（２）の要件の

両方を満たす者。 
（１）「新潟県新型コロナウイルス感染拡

大防止対策推進支援金」の支援対象外
となっている農村ホームステイ受入
農家で、今後も受入継続の意思がある
者。 

（２）「新潟県学校の教育活動に伴う農村
ホームステイ受入に係る衛生管理等
取扱要綱」に基づき、平成31年４月１
日以降に届け出をしたことのある農
家。 

 
２ 助成対象経費 

令和２年４月１日から事業計画申
請までに支払った新型コロナウイル
ス感染予防に必要な衛生設備の導入
や衛生用品で付表２に掲げる経費と
する。 

 



 

事業種目 事業実施主体 事業 
期間 

補助率 事 業 内 容 実 施 基 準 

     ３ 助成額 
  １助成対象者あたり、総額５万円

以上の経費について20万円を上限と
して実費を助成する。 

３ 
農家民宿開業
支援 

 
教育体験旅行の受入れを
実施している交流受入団
体 
 
 

 
令和
３年
３月
末ま
で 

 

 
1/2 
 

農村ホームステイ受入農家が農林漁業体
験民宿の許可を受ける場合の手数料を、交流
受入団体が助成する活動に対して補助する。 

１ 助成対象者 
「新潟県学校の教育活動に伴う農村

ホームステイ受入に係る衛生管理等取
扱要綱」に基づき、平成31年４月１日以
降に届け出をしたことのある農家。 

 
２ 助成対象経費 
  令和２年４月１日以降に農林漁業体

験民宿開業の申請を行い、令和３年２月
末日までに許可を受けた際の申請手数
料。 

 （令和２年４月１日以降の申請に限る） 
 
３ 助成額 
  １助成対象者あたり1.1万円 

※ 事業実施主体は、次の各号のいずれにも該当しないこと 

 

  (1) 暴力団（新潟県暴力団排除条例（平成 23 年新潟県条例第 23 号。以下「条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

  (2) 暴力団員（条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  (3) 役員等（法人である場合にはその役員、その支店又は営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者を、法人以外の団体である場合には代表者、理事その他これらと 

      同等の責任を有する者をいう。）が暴力団員である者 

  (4) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者 

  (5) 自己、その属する法人、法人以外の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

  (6) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者 

  (7) その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

  

  



 

付表１（「教育体験旅行受入継続補助金」の対象となる経費） 
 

 
経 費 

 

 
内 容 例 

 
対象外事例（参考） 

 
報償費 

 
講師謝金、事例調査に係る謝礼  など 
 

 
職員給与、役員報酬 

 
旅費 

 
講師旅費、事業実施に係る担当者旅費  など 
 

 
 

 
需用費 

 

消耗品費、資料代、車輌燃料費、印刷製本費、出張体験等の際の諸材料費、
キャンセルとなった学校への地元農林水産物等のＰＲ商品代  など 

 
建物等の修繕維持費、食糧費 

 
役務費 

 
通信運搬費、手数料（１の事業を行っている場合は、２、３の事業の振込手
数料も含む）、広告料  など 
 

 
 

 
使用料及び
賃借料 

 

 
会場借上料、自動車借上料、体験交流実施に必要な用具等の借上料 など 

 
懇親会会場使用料 
 

 
負担金 

 

 
イベント参加に係るブース負担金 など 

 
 

 
備品購入費 

 
 

 
体験交流に係る物品（50千円以上100千円以下）の購入費 
（必要最小限のものに限る） 
 

 
100千円を超える（消費税を除く）備品購入費 
 

 

 

 

 



 

付表２（「農泊版三密対策支援金」の対象となる経費） 
 

 
経 費 

 

 
目 的 

 

内容例 

 

対象外事例（参考） 

 
 
 
 
 
衛生設備 

 
 
 
 

 

飛沫感染 
防止 

 
飛沫感染防止パネル、透明ビニールカーテンの導入 
ソーシャルディスタンス確保を目的としたサインの導入、テーブル・椅子等
の導入 
 

 

 
消 毒 

 
消毒設備（自動型手指消毒器・器具用消毒器・除菌剤の噴霧装置・オゾン発
生装置・紫外線照射機等）、自動水栓、自動ソープディスペンサー（手洗い
石けん用等）の導入 など 
 

 

 
換 気 

 
換気扇、空気清浄機（ウイルス対策可能なもの）、換気機能や空気清浄機能
（ウイルス対策可能なもの）を持つエアコンの導入 など 
 

 

 
衛生管理 

 

 
非接触体温計、サーモカメラの導入 など 

 

 
衛生用品 

 

 
ゴーグル、フェイスシールド、ガウン、エプロン、防護服、マスク(マスクケース含む)、 
アルコール消毒液、消毒用ウエットティッシュ、ディスポ手袋、洗浄剤・漂白剤 など 
 

 
衛生用品のみの申請は対
象外となります。 



 

別表２（事務処理系統） 

 

提出書類 

 

 

提出先 

 

提出 

部数 

事務処理系統 

（数値は必要部数） 

 

様 式 

 

 

実施計画申請書 

 

 

地域振興局 

 

 

２部 

 

 

地域振興局(1) 

 →地域農政推進課(1) 

 

様式第１号 

 

 

計画変更申請書 

 

地域振興局 

 

 

２部 

 

 

地域振興局(1) 

 →地域農政推進課(1) 

 

様式第２号 

 

 

事業実績報告書 

 

 

地域振興局 

 

 

２部 

 

 

地域振興局(1) 

 →地域農政推進課(1) 

 

様式第３号 

 

 

〔参考：補助金等の関係書類〕  

 

補助金交付申請書

（変更含む） 

 

 

 

 

地域振興局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域振興局(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域農政推

進費補助金等交付

要綱の定める様式

による。 

 

 

 

 

 

事業計画変更承認

申請書 

事業中止（廃止）

承認申請書 

概算払請求書 

実績報告書 

 

 

 


